
別添様式２ 

学 則 

 
１事業者の名称，所在地

及び連絡先 

社会福祉法人クオラ 

鹿児島県薩摩郡さつま町船木 2315番地 1 

℡：0996-53-0026 

２研修事業の名称 

 

介護職員初任者研修 

３研修課程及び形式 介護職員初任者研修課程  （ 通学 ・ 通信 ） 

４開講の目的 1. これからの介護事業の担い手となる人材を育成し、介護全般の基礎

的な知識及び技術の習得、資格取得による受講者の就業機会拡充と

社会的役割の確立をめざす。 

2. 人材資源を確保することで、周辺地域の介護事業の円滑な運営に寄

与し、習得した知識と技術をもって被介護者に対する処遇の向上を

めざす。 

５研修責任者の氏名 

研修担当部署 

研修担当者及び連絡先 

研修責任者  山下 智 

研修担当者  杉浦 存 ・ 中野 裕成 

研修担当部署    特別養護老人ホームマモリエ 事務管理課 

連  絡  先  ℡：0996-53-0026 

６受講対象者(受講資格)

及び定員 

受講資格 鹿児島県内在住で研修課程の全日程参加できる者 

定  員 20名 

７募集方法（募集開始時

期・受講決定方法を含

む） 

受講手続及び本人確認

方法 

  

 

募集方法  平成 28年 7月からホームページで公表するとともに、 

      新聞折込広告の投函等を行う。 

応募者多数の場合は先着順にて受講者を決定する。 

 

受講手続  所定の申込書に免許証等の本人確認可能な書類を添付の 

      うえ当事業所に送付又は持参すること。 

８受講料、テキスト代 

その他必要な経費 

   46,146円 

（内訳）・受講料   40,000 円   ・テキスト代   6,146 円 

    ・        円   ・          円 

 

９研修カリキュラム 別添様式３のとおり（通信の場合，別添様式４のとおり） 

 

10 通信形式の場合 

その実施方法 

・添削指導及び面接指導

の実施方法 

・評価方法及び認定基準 

・自宅学習中の質疑等へ

の対応方法 

 

 

－ 

11 研修会場 

 (名称及び所在地) 

名 称：特別養護老人ホームマモリエ 

所在地：鹿児島県薩摩郡さつま町船木 2315 番地 1 

 

12 使用テキスト 

(副教材も含む) 

 

 

介護労働安定センター 介護職員初任者研修テキスト(全 4巻) 

 



13 研修修了の認定方法 

（習得度評価方法含む） 

 

 

 

 

・ 全科目修了時に、筆記試験による修了評価を実施する。 

・ 修了評価の認定基準については次の通りとし、C 以上を修了評価筆

記試験の修了基準を満たしたものとして認定する。 

A=90点以上、B=80～89点、C＝70～79点、D=70点未満 

※100点を満点評価とする。 

・ 補講を含め全項目修了，かつ修了評価筆記試験での合格者に修了証

書を交付する。 

14 欠席者の取り扱い(遅

刻・早退の扱い含む) 

補講の取り扱い 

 (実施方法及び費用等) 

・ 一時限 20分以上の遅刻・不在は欠課扱いとする。 

・ 正当な理由及び手続による欠課については、補講を受けることによ

り当該科目に出席したものとみなす。 

15 科目免除の取り扱いと 

その手続き方法 

当該事業所が規定する「初任者研修実習免除願」ならびに「介護業務従

事証明書」を提出することで、実習科目の一部または全部を免除するこ

とができる。 

 

16 解約条件及び 

返金の有無 

解約条件  ①受講者自らによる解約の申し出があった場合 

②受講者の傷病等による長期的な療養が見込まれる場合 

または死亡 

返金の有無 原則として受講料の返金は行わないものとする。 

17 情報開示の方法 

(ホームページアドレス等) 

 

自社ホームページにて開示(URL：  http://www.qoler.jp) 

 

 

18 受講者の個人情報の 

取扱い 

 

 

個人情報の保護に関する法律を厳守し、必要かつ適切な措置を講じる。 

19 修了証明書を亡失・ 

き損した場合の取扱い 

 

 

 

 

万が一亡失及びき損した場合は、当該事業者が規定する「証明書発行

願」の提出により「介護職員初任者研修修了者証明書」を発行するもの

とする。 

但し当初発行の証明書が発見された場合は直ちに返還させるものとす

る。 

20 その他研修実施に係る 

留意事項 

 

 

 

受講の取り消し 受講者の著しい不良等、受講者の責に帰すべき事由に

より当該事業者が受講の継続が困難と判断した際は、

受講を取り消すものとする。またその後の初任者研修

の訓練時間は欠課扱いとする。 

 


